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第１章    計画策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の背景と目的 

本市では、2009年（平成21年）３月に「行橋市障害者福祉長期計画【第２期】」を策定し、

「障がいのある人もない人も夢を持って共に暮らせるまちづくり」の基本理念のもと、関

係機関及び各種団体等と連携を図り、福祉のまちづくりを推進してきました。 

国においては、2011年（平成23年）に「障害者基本法」の改正を行い、障がい者の定義

が見直されるとともに、「障害者権利条約」の合理的配慮の概念が盛り込まれました。 

また、「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害者保健福祉施策を講じるため

の関係法律の整備に関する法律」を2013年（平成25年）４月に施行し、これまでの「障害

者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害

者総合支援法）」に改正されました。 

このような国の新たな法整備や障がい者施策の動向を踏まえ、本市においても障がいの

ある人のニーズの多様化や障がい者を取り巻く社会情勢の変化などに適切に対応するた

め、2014年（平成26年）３月には、「行橋市障害者福祉長期計画【第２期改訂版】」を策定

しました。 

さらに、「行橋市障害者福祉長期計画【第２期】」の実施計画として、また、「障害者総合

支援法」に基づく市町村計画として、2015年（平成27年）３月に「第４期行橋市障がい福

祉計画（2015年度（平成27年度）～2017年度（平成29年度））」を策定しました。2016年（平

成28年）には「障害者総合支援法」「児童福祉法」が改正され、障がいのある子どもに対す

る支援の充実が重要であることから、本市においても、2018年（平成30年）３月には「第

５期行橋市障がい福祉計画・第１期行橋市障がい児福祉計画」を策定し、その中で必要な

障がい福祉サービスや相談支援などについて、地域の障がい福祉サービス事業者等と連携

して、計画的に取り組んできました。 

また、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防

止法）」が2012年（平成24年）10月より施行され、障がいのある人に対する差別的取り扱い

を禁止し、公的機関に必要な配慮を義務付ける「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」が2016年（平成28年）４月に施行され、障がいを理由とす

る差別の禁止などが規定されました。 

そこで、本市においても、2019年（平成31年）３月にこれまでの国の新たな法整備や障

がい者施策の動向を踏まえ、障がい者施策全般の見直しを行う必要があるため、障がい者

施策に関わる基本的な理念や目標を見直すとともに、障がいのある人を取り巻く環境の変

化と新たな課題やニーズに適切に対応するため、「行橋市障がい者長期福祉計画【第３期】」

を策定しました。 
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その後も、障がい者に係る法律・制度の改正が進められる中で、2023年（令和５年）３

月には「障害者基本計画（第５次）」が策定され、共生社会の実現に向け、障がいの有無に

関わらず、全ての国民は等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され、

障がいのある人が自らの決定に基づき、社会のあらゆる活動に参加し、自らの能力を最大

限発揮し自己実現できるよう支援するとともに、社会への参加を制約している社会的な障

壁を除去することを基本理念とした取組が進められています。 

今回、障がいのある人を取り巻く社会情勢の変化や関連する法律・制度等の変更を考慮

し、「行橋市障がい者長期福祉計画【第３期】」の見直しを行います。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「障害者基本法」（第11条第３項）に基づく「市町村障害者計画」として、障

がいのある人の生活全般に関わる行政施策の基本方針を定める計画であり、「障害者総合

支援法」（第88条）に基づき別途策定する「行橋市障がい福祉計画・障がい児福祉計画」の

上位計画と位置づけられます。 

また、本市の最上位計画である「行橋市第６次総合計画」及び高齢者、障がい者、児童

福祉等の福祉分野全般に共通する地域福祉の理念や地域福祉推進の基本方針等を定めた

「行橋市地域福祉計画」等の関連計画はもとより、保健、医療、教育、就労、啓発、広報、

防災、人権等のその他の関連分野の計画とも整合性を図って策定するものです。 

 

【位置づけ図】 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、2019年度（令和元年度）から2028年度（令和10年度）までの10年間と

し、策定から５年を目途として中間見直しを行います。 

なお、障がいのある人を取り巻く社会情勢の変化や関連する法律・制度等に変更があっ

た場合などは、必要に応じて計画を見直すことがあります。 
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４ 計画の策定体制と過程 

（１）「行橋市地域自立支援協議会」での検討 

本計画は、学識経験者や地域の保健・福祉・医療関係者等で組織する「行橋市地域自立

支援協議会」において、計画内容等について検討を行うとともに、「行橋市地域自立支援協

議会」の下部組織である「就労支援部会」「相談支援部会」「子ども支援部会」においても、

担当分野に関わる課題や必要な対処策等に関する検討を行いました。 

 

（２）「障がい者・障がい児実態調査」の実施 

2023年（令和５年）８月28日～2023年（令和５年）９月12日に、障がい者及び障がい児

の保護者を対象とした「障がい者・障がい児実態調査」を実施し、計画策定時の基礎資料

として活用しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

2025年（令和７年）２月に、計画原案に対するパブリックコメントを実施し、市民から

の意見聴取とその反映に努めました。 
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第２章    障がいのある人を取り巻く状況 

 

 

 

１ 行橋市の人口・世帯の状況 

（１）総人口・総世帯数の推移 

本市の総人口は、2024年（令和６年）９月末日現在で72,344人となっており、減少傾向

にあります。総世帯数は増加していますが、世帯当たり人員は減少しており、核家族世帯

（※）が増えていることがわかります。 

 

総人口・総世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人・世帯 

 
2019年 

(令和元年） 

2020年 

(令和２年） 

2021年 

(令和３年） 

2022年 

(令和４年） 

2023年 

(令和５年） 

2024年 

(令和６年） 

総人口 73,275 73,090 72,821 72,622 72,645 72,344 

総世帯数 32,867 33,137 33,415 33,807 34,304 34,730 

世帯当たり人員（人/世帯） 2.23 2.21 2.18 2.15 2.12 2.08 

資料：住民基本台帳（９月末） 

 

 

 

 

 

（※）核家族世帯 

夫婦とその未婚の子どもで構成される家族、夫婦のみの世帯、一人親世帯などの家族形態。  
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（２）年齢３区分別人口の推移 

年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64歳）

は減少傾向ですが、高齢者人口（65歳以上）は年々増加しています。また、本市の高齢化

率は、全国・福岡県より高く推移しており、少子高齢化が進行していることがわかります。 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人・％ 

 
2019年 

(令和元年） 

2020年 

(令和２年） 

2021年 

(令和３年） 

2022年 

(令和４年） 

2023年 

(令和５年） 

2024年 

(令和６年） 

総人口 73,275 73,090 72,821 72,622 72,645 72,344 

年少人口(０～14歳) 9,777 9,752 9,672 9,546 9,455 9,220 

生産年齢人口(15～64歳) 41,978 41,576 41,249 41,164 41,259 41,110 

高齢者人口(65歳以上) 21,520 21,762 21,900 21,912 21,931 22,014 

高齢化率(％) 

(総人口に占める高齢者の割合) 
29.4 29.8 30.1 30.2 30.2 30.4 

資料：住民基本台帳（９月末） 

高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

福岡県 住民基本台帳（各年１月１日現在） 

全国 総務省統計局人口推計（各年 10 月 1 日現在、令和６年は８月１日現在）  
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２ 行橋市の障がいのある人の状況 

（１）障害者手帳所持者数の推移 

2024年（令和６年）10月１日現在、障害者手帳所持者は4,231人（身体障害者手帳所持者

2,736人、療育手帳所持者723人、精神障害者手帳所持者772人）となっており、ほぼ横ばい

で推移しています。 

 

障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ２種類以上の手帳を取得している人は、それぞれに計上(合計は重複所持者を含む) 

資料：地域福祉課 

 

総人口に占める障害者手帳所持者の割合は、2019年（令和元年）から2024年（令和6年）

にかけて、ほぼ横ばいで推移しています。 

2024年（令和6年）10月１日現在では5.8％となっています。 

 

総人口に占める障害者手帳所持者数の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ２種類以上の手帳を取得している人は、それぞれに計上(合計は重複所持者を含む) 

資料：地域福祉課  
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2024年（令和６年）における障害者手帳所持者の年齢構成をみると、身体障害者手帳所

持者及び精神障害者保健福祉手帳所持者では、18歳以上が９割を超えており、療育手帳所

持者では、18歳未満が26.1％と障がい児の割合が高くなっています。 

 

障害者手帳所持者の年齢構成（2024年（令和６年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 
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（２）障がいのある人の将来推計 

① 市全体の将来推計  

2020年（令和２年）の国勢調査結果によると、本市の総人口は70,505人となっています。

年齢３区分別人口の推移は、年少人口（０～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）は減少傾

向にある一方で、高齢者人口（65歳以上）は増加を続けており、総人口に占める割合は

30.3％となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所による本市の将来人口推計は、2025年（令和７年）以降、

総人口は減少を続け、2035年には67,561人（2025年（令和７年）から約４％減少）になる

ことが予想されています。年齢３区分別にみると、年少人口及び生産年齢人口は減少、高

齢者人口は増加することが見込まれており、2035年の高齢化率は33.0％になると推計され

ています。 

2020年（令和２年）現在、高齢者人口１人に対して生産年齢人口は約1.8人となっていま

すが、今後、ますます高齢化が進み、2035年には約1.7人で高齢者を支える人口構造になり

ます。このような人口構造においては、医療・福祉ニーズが高まる一方で、そのサービス

の提供を担う人材の不足や質の低下が生じることが懸念されます。 

 

将来推計人口（総人口・年齢３区分別人口・高齢化率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：2005 年（平成 17 年）～2020 年（令和２年）までは国勢調査による実績値 

2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所による推計値（2023 年 12 月推計） 
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② 障害者手帳所持者数の将来推計  

2024年（令和６年）10月１日現在、障害者手帳所持者数は全体で4,231人となっており、

総人口の5.8％を占めています。障害者手帳所持者数及び総人口に占める割合は一貫して

増加しており、この他にも障がいの認定は受けておらず、日常生活など生活上に支障を感

じている人も相当数いると考えられます。 

これまでの障害者手帳所持者数の推移などから、本市における障害者手帳所持者数の将

来推計を行うと、2034年における身体障害者手帳所持者数は2,310人と2024年（令和６年）

と比較して426人の減少（15.6％減）が見込まれます。 

療育手帳所持者数は2034年で1,081人と2024年（令和６年）と比較して358人の増加

（49.5％増）が見込まれます。 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は2034年で1,364人と2024年（令和６年）と比較して

592人の増加（76.7％増）が見込まれます。この背景には、社会情勢の様々な変化に伴い、

社会不安やストレスなどから、うつ病や統合失調症等の発症リスクが高まり、今後ますま

す精神障害者保健福祉手帳所持者数は、高い割合で増加していくと考えられます。 

 

障害者手帳所持者数の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：2019 年（令和元年）～2024 年（令和６年）の障害者手帳所持者数をもとに手帳

種類ごとの出現率とその伸び率を推計し、市全体の推計人口に乗じて算出 
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（３）身体障がい者の状況 

身体障がい者の種類では、2024年（令和６年）10月１日現在で「肢体不自由」が1,211人

と最も多く、全体の44.3％を占め、次いで「内部障がい」が1,047人、全体の38.3％となっ

ており、これら２つの障がいで全体の８割を占めています。 

 

身体障がい者（種類別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 

 

 

等級別構成比は、「１級」が36.4％と最も多く、次いで「４級」が22.4％、「２級」が14.0％

となっています。「１級」「２級」の重度障がいが全体の約５割を占めています。 

 

身体障がい者の種類別・等級別構成比（2024 年（令和６年）） 

身体障がい者の種類別構成比（2,736人）    身体障がい者の等級別構成比（2,736人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 
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（４）知的障がい者の状況 

知的障がい者は、全体的に増加傾向にあり、療育手帳判定別にみると2024年（令和６年）

10月１日現在、「Ａ（最重度・重度）」が318人、「Ｂ（中度・軽度）」が405人となっており、

全体に占める割合は「Ｂ（中度・軽度）」がやや高くなっています。 

 

知的障がい者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 

 

 

知的障がい者の等級別構成比（2024 年（令和６年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 
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（５）精神障がい者の状況 

精神障がい者は、全体的に増加傾向にあり、2019年（令和元年）10月１日時点では591人

であったものが、2024年（令和６年）10月１日現在では、772人と181人増加しています。 

等級区分別にみると、2024年（令和６年）10月１日現在では、「１級（重度）」が34人、

「２級（中度）」が455人、「３級（軽度）」が283人となっています。「２級（中度）」が全体

の58.9％を占めています。 

 

精神障がい者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 

 

 

精神障がい者の等級別構成比（2024 年（令和６年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 
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（６）自立支援医療（精神通院医療）受給者の状況 

自立支援医療（精神通院医療）は、精神障害者保健福祉手帳を所持していない方でも利

用できるサービスです。利用者は、毎年増加傾向にあり、2023年（令和５年）で1,520人と

なっています。 

自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移        単位：人 

 
2019年 

(平成 31年) 

2020 

(令和２年) 

2021年 

(令和３年) 

2022年 

(令和４年) 

2023年 

(令和５年) 

受給者数 1,182 1,141 1,286 1,416 1,520 

資料：地域福祉課 

 

 

（７）障がいのある児童・生徒の状況 

2023年（令和５年）４月時点で、特別支援学校に通っている障がいのある児童・生徒は、

小学部が33人、中学部が30人、高等部が44人となっています。 

特別支援学校に通う障がい児の状況           単位：人 

特別支援学校 
小学部 中学部 高等部 合計 

33 30 44 107 

資料：教育委員会（2023 年（令和５年）４月） 

 

2023年（令和５年）４月時点で、特別支援学級に通っている障がいのある児童・生徒は、

小学生が225人、中学生が109人となっており、市の小学校・中学校に通う全児童・生徒数

に占める割合は、小学生が5.64％、中学生が6.05％となっています。 

特別支援学級に通う障がい児の状況         単位：人・％ 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計 
全児童・ 

生徒数 

障がいのあ

る児童・生

徒数の割合 

小学生 29 24 38 58 43 33 225 3,988 5.64 

中学生 42 24 43 ― ― ― 109 1,801 6.05 

資料：教育委員会（2023 年（令和５年）４月） 

 

特別支援学級に通っている障がいのある児童・生徒では、知的障害や自閉・情緒障害の

ある児童・生徒が多くなっています。 

特別支援学級に通う障がい児の障がいの種類        単位：人 

 知的障害 自閉・情緒障害 病弱・身体虚弱 肢体不自由 合計 

小学生 83 138 4 0 225 

中学生 34 74 1 0 109 

合計 117 212 5 0 334 

資料：教育委員会（2023 年（令和５年）４月） 
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（８）障がい支援区分認定の状況 

障がい支援区分認定とは、障がいの多様な特性、その他の心身の状態に応じて必要とさ

れる標準的な支援の度合を総合的に示すもので、区分１（度合い低い）～区分６（度合い

高い）に分けられます。 

障がい支援区分認定を受けている人は、2023年（令和５年）では462人となっています。 

 

障がい支援区分認定の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域福祉課 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 

 

 

１ 基本理念 

障害者基本法第１条では、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることな

く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障がい者の自立

及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することが同法の目的で

ある旨を規定しています。 

本市では、行橋市地域自立支援協議会をはじめ、市民や関係団体と協働して、障がいの

ある人が地域で生活する上での様々な課題の解決に取り組み、障がいのある人が障がいの

ない人と同じように、地域の中で自分の能力を活かしながら、夢を持って生活を楽しむこ

とができるまちを目指して、障がい者福祉を推進してきました。  

また、本計画の上位計画である「第４期行橋市地域福祉計画・地域福祉活動計画」では、

「みんなで支えあう福祉のまちづくり」を基本理念に掲げ、市民が住み慣れた行橋のまち

で、さまざまな人とふれあい、つながり、支えあっていくこと、まただれもが安心してい

きいきと暮らすことができる「地域共生社会」のまちづくりを進めています。  

本計画では、「行橋市障がい者福祉長期計画【第３期】」の基本理念や方向性などを引き

継ぎ、地域共生社会の実現に向けて、「障がいのある人もない人も 夢を持って ともに支

えあい ともに生きる 福祉のまちづくり」を基本理念とします。 

 

 

 

 

 

  

基 本 理 念 

障がいのある人もない人も 夢を持って 
ともに支えあい ともに生きる 福祉のまちづくり 
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２ 基本目標 

基本目標１ 思いやりの心が行き交うまちづくり 

障がいのある人が自立して生活することができるよう、市民に対する啓発活動や福祉教

育を推進するとともに、様々な交流の機会を通じて、障がいのある人とない人がお互いに

理解を深め支え合う「心のバリアフリー」を促進します。 

障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう、一人ひとりに応じた

質・量ともに充実したサービスを受けることができる体制を整備するとともに、豊かで充

実した生活を送れるよう、障がいのある人の社会参加を促進します。 

また、障がいのある人が、社会的な生活においても、不利益となるようなことがなく、

自立した生活が継続できるよう、権利擁護の充実を図るとともに、市民に対する障がいを

理由とする差別の解消や虐待防止への啓発活動を強化します。 

 

 

基本目標２ 自分らしく暮らすことができるまちづくり 

障がいのある人が地域で安心して生活するため、障がいの状態や生活の実態に応じ、身

近な地域において必要な医療的支援を受けられるよう、医療・保健・福祉・教育等の関係

機関と連携し、医療に対する支援体制の充実を図ります。 

さらに、ひきこもりの状態にある精神障がい者等が、孤立することなく地域で暮らすこ

とができるよう、アウトリーチの活用を含めた支援を行います。 

子どもの障がいについて、一人一人の障がい特性や個性を考慮するとともに、本人や保

護者の希望を尊重した上で早期発見・早期支援を行い、一貫した方針で支援できる体制づ

くりを推進します。 

地域における自立と社会参加を促進するため、関係機関と連携し、雇用・就労に関する

相談・支援の充実を図り、障がい者自身の意思を尊重しながら、適性や能力に応じた就労

を支援します。 
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基本目標３ すべての人の生活が守られるまちづくり 

障がいのある人が生活しやすい安全なまちづくりを進めるため、道路・建物等における

バリアフリー化やバリアフリー情報の提供を推進します。 

災害等の緊急時に、障がいのある人へ必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるよう連絡

体制を整備し、障がいのある人に対する防災対策の強化を図るため、避難行動要支援者支

援制度を充実します。普段の暮らしにおいても防災対策や防犯対策の充実を図ることによ

り、障がいのある人の安全を確保します。 

障がいのある人が地域で生活していく上では、さまざまな情報を得ることが重要です。

これらの情報を障がいのある人が入手しやすい環境を整備するため、障がい特性を踏まえ

た、情報のバリアフリー化を推進します。 

また、さまざまなコミュニケーション手段を確保することは、障がいのある人が地域で

安心して暮らすことにもつながることから、地域等におけるコミュニケーションの支援体

制を充実します。 

行政情報を届きやすくするために、ホームページや市報等の情報提供の充実に努めます。

さらに、市役所等での障がいのある人に配慮した行政手続きの合理的な配慮、意思疎通へ

の支援など、ソフト・ハードの両面にわたり、必要な環境の整備を進めます。 
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３ 計画の体系 
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［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本目標 ］ 

１ 思いやりの心が
行き交うまちづ
くり 

３ すべての人の生
活が守られるま
ちづくり 

１－１ 差別解消に向けた障がいへの理解促進 

１－４ 共生社会の実現 

１－３ 権利擁護の推進 

１－２ 地域における社会参加の促進 

２－１ 生活支援の推進 

２－４ 雇用・就労、経済的自立の支援 

２－３ 療育・教育の充実 

２－２ 保健・医療の充実 

３－１ 生活環境の整備 

３－４ 行政等における配慮の充実 

３－３ 情報アクセシビリティの推進 

３－２ 災害対策・防犯対策の推進 

２ 自分らしく暮ら
すことができる
まちづくり 
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第１章    思いやりの心が行き交うまちづくり 

 

 

 

施策の柱 １ 差別解消に向けた障がいへの理解促進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいのある人の理解を深めるために広報紙や多様な媒体・機会を活用した

啓発活動に取り組んでいます。また、障がいのある人の人権問題に関する啓発活動や福祉

教育を推進しています。 

18歳以上のアンケート調査では、障がいのある人に関する充実すべき市の施策について、

「障がいのある人への理解を深めるための啓発・広報活動」(29.5％)が上位にあがってい

ます。 

 

【充実すべき市の施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

  

％

障がいのある人への理解
を深めるための学校教育
の充実

ヘルパー等が働きやすい
環境づくりや人材の確
保・サービス基盤の整備

障がいのある人が気軽に
集い、相談等ができる地
域での居場所の提供

自己判断が難しい人への
世話人や代弁者の確保

ヘルプカードの普及・啓
発

その他

わからない

20.6

21.2

23.6

16.7

16.1

2.9

15.1

17.6

20.5

20.3

14.2

12.8

1.8

13.1

0 20 40 60
％

障がいのある人への理解
を深めるための啓発・広
報活動

ホームヘルプサービスな
どの在宅サービスの充実

生活の安定のための手当
ての充実

障がいのある人に配慮し
た住宅や建物、交通機関
の整備

障がいのある子どもの相
談・支援体制や教育の充
実

障がいに応じた職業訓練
の充実や雇用の確保

保健医療サービスやリハ
ビリテーションの充実

点字・手話、字幕放送な
どの情報提供の充実

29.5

20.8

44.4

31.2

18.5

26.3

19.1

11.6

26.3

20.7

36.9

29.3

15.3

22.8

18.9

8.1

0 20 40 60

今回調査(N=491)

前回調査(N=556)
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また、18歳未満のアンケート調査では、５年前と比べて障がいのある人に対する差別や

偏見について“改善されている”(「かなり改善されている」と「少しずつ改善されている」)

が44.7％、“差別や偏見は改善されていない”(「あまり改善されていない」と「改善され

ていない」)が22.7％となっており、障がい種別にみると、身体障がい者、知的障がい者で

“差別や偏見は改善されている”の割合が50.0％になっていますが、「改善されていない」

という明確な回答も２割と比較的高い状態になっています。 

 

【障がいのある人に対する差別や偏見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい種別・障がいのある人に対する差別や偏見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

令和６年４月より、改正障害者差別解消法に規定する「合理的配慮の提供」が民間事業

者にも義務化されたことから、引き続き、あらゆる機会や媒体を通じて、障害者差別解消

法の趣旨の啓発・広報に努めることが必要です。 

今後も、差別解消に向けた具体的な行動につながるよう、障がいに関する正しい知識を

市民の中に広げていくため、引き続き障害者差別解消法の趣旨や障がいのある人に対する

理解を深める啓発活動を進めることが重要です。 

  

かなり改善されている 少しずつ改善されている あまり改善されていない

改善されていない どちらともいえない わからない

無回答

全体(N=132)

2.3 42.4 9.8 12.9 22.0 9.8 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者
(n=14)

知的障がい者
(n=36)

精神障がい者
(n=6)

手帳未所持者
(n=86)

2.8

16.7

2.3

50.0

47.2

16.7

40.7

7.1

8.3

10.5

21.4

22.2

33.3

8.1

21.4

16.7

33.3

23.3

2.8

14.0 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり改善されている 少しずつ改善されている あまり改善されていない

改善されていない どちらともいえない わからない

無回答
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施策の方針と具体的な取組 

（１）多様な方法による啓発活動の推進  

今後、障がいの有無にかかわらず、誰もが安心して暮らせる社会をつくっていくため、

すべての市民に対して、差別解消に向けた障がいのある人の理解を深めるために障がい特

性に考慮し、広報紙や多様な媒体・機会を活用した啓発活動を推進し、さらなる充実を図

ります。 

 

① 広報紙等での啓発 

② 多様な媒体・機会を活用した啓発 

③ 障がい特性に考慮した啓発 

 

 

（２）人権教育・福祉教育の推進  

障がいのある人の人権問題に関する啓発活動や福祉教育の推進を図ります。また、障が

いのある人とない人が地域でともに暮らす中で、互いの心の隔たりを埋めるため、障がい

への正しい理解を深めるための福祉教育活動に取り組みます。 

さらに、「何人も、障害のある人に対し、差別をしてはならない」こととされており、 

障がいを理由とした差別が解消される取組に努めます。 

加えて、令和６年 10 月から施行した「行橋市手話言語条例」の周知・啓発を行い、市、

市民、事業者およびろう者がそれぞれの役割を認識し、手話に対する理解を広げることに

よって、相互に地域で支えあい、安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指しま

す。 

 

① 人権問題啓発事業の推進 

② 学校等での福祉教育推進 

③ 障害者週間等による啓発 

④ 差別の解消に向けた啓発《新規》 

⑤ 行橋市手話言語条例の周知・啓発《新規》 
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施策の柱 ２ 地域における社会参加の促進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいのある人の社会参加と生きがい・健康づくりの一環として、障がいの

ある人のニーズを把握しながら、障がいの特性に応じた地域活動・余暇活動の充実を図っ

ています。また、外出支援や環境整備を充実させることを目標とし、社会参加の促進に努

めています。 

18歳以上のアンケート調査では、障がいのある方が地域や社会に積極的に参加していく

ために大切なことについて、「地域の人たちの理解」が39.1％と最も高く、次いで、「障が

いがある人自身の積極性」(29.7％)、「利用しやすい施設への改善」(26.9％)となっていま

す。 

また、18歳未満のアンケート調査では、障がいのある子どもが地域や社会に積極的に参

加していくためには、「地域の人たちの理解」が48.8％と最も高く、次いで、「家族の積極

性」(39.5％)、「利用しやすい施設への改善」(34.9％)となっています。 

 

【障がいのある人、子どもが社会参加していくために大切なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

％

地域の活動や行事がある
時の声かけ

行事やイベントを通じた
ふれあいの促進

利用しやすい施設への改
善

移動しやすい交通機関や
道路の改善

地域の人たちの理解

市の広報や福祉教育の充
実

参加を補助するボラン
ティアなどの育成

家族の積極性

障がいがある人自身の積
極性

その他

26.7

33.7

34.9

19.2

48.8

33.7

29.1

39.5

21.5

2.9

0 20 40 60 80 100
％

地域の活動や行事がある
時の声かけ

行事やイベントを通じた
ふれあいの促進

利用しやすい施設への改
善

移動しやすい交通機関や
道路の改善

地域の人たちの理解

市の広報や福祉教育の充
実

参加を補助するボラン
ティアなどの育成

家族の積極性

障がいがある人自身の積
極性

その他

26.7

19.8

26.9

25.5

39.1

21.8

19.6

11.6

29.7

3.5

30.0 

24.1 

25.0 

21.4 

34.2 

18.9 

20.7 

12.9 

27.3 

3.8

0 20 40 60

今回調査(N=491)

前回調査(N=556) 全体(N=172)

18歳未満 18歳以上 
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障がい種別にみると、「地域の人たちの理解」が各障がい者で全体よりも高い割合になっ

ており、身体障がい者、知的障がい者で、「利用しやすい施設への改善」が比較的高くなっ

ています。 

 

【障がい種別・社会参加していくために大切なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

 

生涯学習、文化・スポーツ活動などの体制を充実することは、障がい者の生きがいや社

会参加の促進につながります。障がいのある人とない人が相互の理解を深めるとともに、

障がい者の生活の質の向上を図り、能力や個性、意欲に応じて積極的に社会参加できる環

境づくりが重要です。 

 

 

％

地域の活動や行事がある時
の声かけ

行事やイベントを通じたふ
れあいの促進

利用しやすい施設への改善

移動しやすい交通機関や道
路の改善

地域の人たちの理解

市の広報や福祉教育の充実

参加を補助するボランティ
アなどの育成

家族の積極性

障がいがある人自身の積極
性

その他

30.6

20.1

27.9

27.9

34.1

23.6

20.1

11.4

31.0

1.7

25.0

23.3

26.7

16.7

39.2

16.7

23.3

14.2

22.5

1.7

23.1

17.9

28.9

30.1

46.8

27.2

17.3

8.7

28.3

6.4

0 20 40 60

身体障がい者

(n=229)

知的障がい者

(n=120)

精神障がい者

(n=173)
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施策の方針と具体的な取組 

（１）地域活動・余暇活動の充実  

今後、障がいのある人の社会参加と生きがい・健康づくりの一環として、障がいのある

人のニーズを把握しながら、障がいの特性に応じたスポーツ・レクリエーション活動、芸

術・文化活動の充実を図ります。 

 

① スポーツ・レクリエーション活動の推進 

② 芸術・文化活動の推進 

 

（２）外出支援、環境整備による社会参加の促進  

障がいのある人が、地域で自立し社会に参加するため、必要となる移動に係る各種サー

ビスの提供など、外出支援や環境整備の充実により、社会参加の促進に努めます。 

また、各イベントなどを通じて、障がいのある人とない人との交流機会の確保に努めま

す。 

 

① 移動・外出支援の充実 

② 交流機会の確保《新規》 
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施策の柱 ３ 権利擁護の推進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、権利擁護関連制度のさらなる周知と利用しやすい仕組みづくりに取り組んで

います。また、障がいのある人の権利を擁護するネットワークを構築し、虐待・差別のな

い社会づくりに向けて、取り組んでいます。 

18歳以上のアンケート調査では、日常生活自立支援事業や成年後見制度の利用状況・認

知状況について、日常生活自立支援事業では、「知らなかった」が52.7％と最も高く、次い

で、「知っているが利用したことはない」（29.9％）、「利用している(していた)」（9.0％）

となっています。 

 

【日常生活自立支援事業の利用・認知状況】 

 

 

 

 

 

 
資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

成年後見制度では、「知っているが利用したことはない」が42.4％と最も高く、次いで、

「知らなかった」（39.1％）、「利用している(していた)」（1.6％）となっています。 

 

【成年後見制度の利用・認知状況】 

 

 

 

 

 

 
資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

  

全体(N=132)

9.0 29.9 52.7 8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している（していた） 知っているが利用したことはない

知らなかった 無回答

全体(N=491)

1.6 42.4 39.1 16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している（していた） 知っているが利用したことはない

知らなかった 無回答



     

 
29 

 

日常生活自立支援事業や成年後見制度に対する今後の利用意向については、日常生活自

立支援事業、成年後見制度ともに、「利用したいと思う」が知的障がい者、精神障がい者で

高くなっています。 

 

【日常生活自立支援事業利用希望】 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 
 

【成年後見制度利用希望】 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

今後も、判断能力が不十分な知的障がい者や精神障がい者等に対して、本人の意思をで

きる限り尊重しながら、安心・安全な暮らしができるよう、各種制度の周知と利用の促進

を図ることが重要です。 

成年後見制度等の権利擁護にかかわる制度を活用しながら、本人の意思をできる限り尊

重し、その能力を最大限生かして生活を送ることができるよう支援することが必要です。 

  

身体障がい者
(n=229)

知的障がい者
(n=120)

精神障がい者
(n=173)

8.3

20.0

16.2

29.7

23.3

26.0

40.2

39.2

43.9

21.8

17.5

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者
(n=229)

知的障がい者
(n=120)

精神障がい者
(n=173)

11.8

27.5

22.0

23.1

15.8

19.1

44.1

37.5

43.9

21.0

19.2

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したいと思う 利用したいと思わない わからない 無回答

利用したいと思う 利用したいと思わない わからない 無回答
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施策の方針と具体的な取組 

（１）権利擁護関連制度の普及・啓発  

権利擁護関連制度のさらなる周知と利用しやすい仕組みづくりに取り組みます。障がい

等で十分な判断能力のない人を擁護し、自立した地域生活が送れるよう、福祉サービスの

利用契約の支援や日常的な金銭管理、書類管理等を行う日常生活自立支援事業や成年後見

制度の周知を図ります。 

 

① 権利擁護関連制度の周知・活用促進  
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（２）権利擁護体制の充実  

成年後見制度の中核機関として、令和２年７月に「行橋・京都成年後見センターおれん

じ」が設置され、障がい等で十分な判断能力のない人や養護者から虐待を受けた人などの

財産管理等を支援し、自立した地域生活に向けた権利擁護支援の地域連携ネットワークが

確立されました。また、虐待対応については、障害者虐待防止センターや虐待対応協力者

が起点となり、その機能を十分に果たすようにサービス提供事業者等の関係機関と協力

し、虐待・差別のない地域社会づくりを推進します。 

 

① 権利擁護ネットワークの構築 

② 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

 

 

（３）虐待・差別のない社会づくりの推進  

「行橋・京都成年後見センターおれんじ」を中心とした関係機関との地域連携ネットワ

ークを積極的に周知し、成年後見制度の運用に資する支援体制活用に向けた普及・啓発に

努めます。また、「障害者虐待防止センター」の周知を行い、当センターが中心となって、

関係機関等との連携・協力体制を強化し、虐待に関する相談体制の充実を図り、指導・助

言などを通じて、障がいのある人の自立した地域生活に向けた権利擁護支援に努めます。 

加えて、障がいのある人への虐待や不適切な行為（支援）の防止に向けて、養護者支援

などのほか、障がい福祉サービス事業所職員に対する研修会の開催や虐待防止に関する情

報提供などの普及・啓発にも努めます。 

 

① 地域連携ネットワークの活用・構築 

② 連携・協力体制の強化 

③ 虐待防止に向けた普及・啓発 
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施策の柱 ４ 共生社会の実現 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいの有無に関わらず、すべての住民が支えあい、暮らしと生きがいを高

めることができる地域づくり・人づくりに取り組み、住民同士が交流できる場や機会を確

保し、地域での居場所づくりを進めています。 

地域の方との普段のつきあいについて、18歳以上のアンケート調査では、「会った時はあ

いさつしあう」が65.6％と最も高く、次いで、「世間話をする」（21.2％）、「入所・通所し

ている施設の行事などで交流する」（19.3％）となっています。 

18歳未満のアンケート調査では、「会った時はあいさつしあう」が78.5％と最も高く、次

いで、「学校や職場の行事に参加する」（45.3％）、「入所・通所している施設の行事などで

交流する」（33.1％）となっています。 
 

【地域の方との普段のつきあい】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

％

会った時はあいさつしあう

世間話をする

自治会などの地域活動に一緒
に参加する

一緒に遊んだり、出かけたり
する
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今後も、身近な地域で日常的に交流を深めていくためにも、障がい者団体や事業所等と

の連携・協力により、多様な機会を通じて地域住民とふれあい、障がいのある人が積極的

に社会活動に参画できるよう支援していく必要があります。 

 

 

施策の方針と具体的な取組 

（１）障がいのある人を支える地域づくり・人づくり  

年齢や障がいの有無に関わらず、すべての住民が支えあい、暮らしと生きがいを高める

ことができる地域づくり・人づくりに取り組みます。 

また、互いに理解と信頼を深め、共に助け合いながら暮らしていく共生社会の実現を目

指し、ノーマライゼーション理念の普及・啓発に努め、差別の解消と相互理解を促進しま

す。 

 

① ボランティア活動・地域活動の担い手の育成 

② 障がいの理解を深める啓発事業の推進 
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（２）地域での居場所づくり・仲間づくり  

障がいの有無に関わらず、住民同士が交流できる場や機会を確保し、地域での居場所づ

くりに取り組みます。 

また、障がいのあるこどもの居場所として、放課後等デイサービスが広く利用されてい

るため、各事業所と更なる連携を図りながら、質の高いサービス提供の確保に努めます。 

 

① 障がいのある人とない人の交流の場づくり 

② 障がいのあるこどもの放課後等の居場所づくり 
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第２章    自分らしく暮らすことができるまちづくり 

 

 

 

施策の柱 １ 生活支援の推進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、障がい福祉サ

ービスの基盤整備と質の確保・向上に取り組んでいます。また、障がいのある人が地域の

中で安心して生活できる「住まい」を確保し、住み続けられるために、地域移行支援・地

域定着支援を推進しています。また、相談機能の強化、総合的な相談支援体制の充実を目

指しています。 

さらに各種年金制度や手当、貸付制度、割引制度等の周知を図り、経済的な支援の充実

に努めています。 

18歳以上のアンケート調査では、現在の生活の中で困っていることや将来に対する不

安・悩み等について、「経済的な不安」が46.4％と最も高く、知的障がい者、精神障がい者

で「経済的な不安」が最も高くなっており、経済的な支援の充実が必要です。 

 

【困っていることや将来に対する不安】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 
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介護を頼める人がいない

通院、通勤、通学が心配

生きがいを見いだせない

財産の管理が心配

その他

特にない

7.9 

8.1 

12.2 

13.6 

11.0 

2.2

16.5

5.8 

6.5 

9.2 

12.2 
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【障がい種別・困っていることや将来に対する不安】 
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今後の暮らし方ついては、「在宅(自宅)で暮らしたい(家族等と同居、一人暮らし)」が

63.1％と最も高くなっています。また、福祉サービスを利用していない障がいのある人の

利用意向をみると、身体障がい者では、「居宅介護(ホームヘルプ)」(9.7％)、知的障がい

者では「日常生活用具給付等事業」(13.6％)、「地域定着支援」「障がい者相談支援事業」

「成年後見制度利用支援事業」「就労選択支援」(9.1％)、精神障がい者では「就労選択支

援」（11.3％）などが挙がっています。 

 

【今後の暮らし方の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身体障がい者・今後の暮らし方の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 
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【知的障がい者・今後の暮らし方の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

【精神障がい者・今後の暮らし方の希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 
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福祉サービスに対する多様なニーズが見られる中、地域移行も踏まえた、障がい者の

個々のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、居宅介護や生活介護、短期入所な

どの在宅サービスの量的・質的な充実が求められています。 

また、サービスの提供にあたっては、障がい者の人権を尊重し、一人ひとりの障がいの

状況や障がいの特性に応じた専門性の高い支援が提供できる人材の育成が必要です。 

さらに、障がい者が生活のニーズに合った、適切なサービスを利用できるよう、障がい

者ケアマネジメント体制や、それらを担う人材の確保等を支援していく必要があります。 

18歳以上のアンケート調査では、現在の生活の中で困っていることや不安・悩みについ

ての相談先について、「家族」が55.0％と最も高く、次いで、「入所・通所している福祉施

設の職員」（25.7％）、「病院・診療所の医師やソーシャルワーカー等」（19.3％）となって

います。前回調査と比較すると、「病院・診療所の医者やソーシャルワーカー等」、「相談支

援センターの職員等」等に増加がみられます。また、「相談する人がいない」も増加がみら

れます。 

 

【生活の中で困っていることの相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月  
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障がい種別にみても、「家族」の割合がそれぞれの障がい者で最も高くなっています。ま

た、身体障がい者では家族以外の割合が全体的に低くなっています。 

 

 

【障がい種別・生活の中で困っていることの相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 
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障がいのある人が住み慣れた地域や家庭で自立して暮らしていこうとするとき、身近に

相談できる体制が整っていることが何より重要です。個々の障がいのある人のニーズや実

態に応じて適切な支援が行えるよう、相談機関の周知・場の充実や、支援につなげる連携

体制を強化し、相談体制を充実していくことが必要です。 

 

 

施策の方針と具体的な取組 

（１）福祉サービスの充実  

障がいのある人が住み慣れた地域で暮らしていくためには、障がいのある人が主体的に

必要なサービスを選択できるよう、日常生活を支援するための福祉サービスを障がい特性

に合わせて総合的に提供します。 

また、家事や家族の世話を行う子ども（ヤングケアラー）についても正確に把握し、適

切な支援の充実に努めます。 

 

① 訪問系サービス・日中活動系サービス等の充実 

② 地域生活支援事業の充実 

③ 移動支援の充実 

④ 地域活動支援センターの充実 

⑤ 地域生活支援拠点等の整備 

⑥ 日常生活用具・補装具の給付 

⑦ 福祉電話・緊急通報装置などの給付 

⑧ 介護保険や高齢者福祉サービス等の活用 

⑨ 福祉サービスなどを行うボランティア団体・ＮＰＯへの活動支援 

⑩ 家族支援（ヤングケアラーを含む）《新規》 
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（２）住まいの確保や居住支援サービス等の充実  

障がいのある人が地域の中で安心して生活できる「住まい」を確保し、住み続けられる

ために、地域移行支援・地域定着支援を推進します。医療機関や施設、相談支援事業所を

中心に連携を図り、住まいの確保だけでなく日中の過ごし方まで含めた支援体制の構築に

努めます。 

 

① 居住系サービス・訪問系サービス等の充実 

② 一般住宅への入所支援 

③ 地域生活移行のためのネットワーク構築 

④ 住宅の確保及び住宅・建築物のバリアフリー化 

 

 

（３）相談支援体制の充実  

障がいの程度や生活の状況に応じたサービスを自らが適切に選択し、利用できるよう相

談や支援を行い、障がいのある人に寄り添ったケアマネジメントを推進します。 

また、身近な生活の相談から障がい福祉サービスに至るまで、関係機関との連携を図り、

障がいのある人本人を中心とした相談や情報提供などの支援を推進します。 

 

① 障がい者相談支援事業の充実 

② 障がい者相談員等の活用 

③ 総合相談窓口の充実 

 

 

（４）経済的な支援の充実  

障がいのある人にかかわる各種年金や「特別障害者手当」「障害児福祉手当」等の各種制

度の周知と利用促進を図ります。 

また、障がいのある人の経済的負担を軽減するための各種割引・減免等の制度の周知に

取り組みます。 

 

① 各種制度の周知と利用促進 
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施策の柱 ２ 保健・医療の充実 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいの原因となる疾病等の予防、早期発見・早期治療に取り組んでいます。 

また、障がいのある人が身近な地域において必要な医療やリハビリテーションを受けら

れるよう、地域医療体制等の充実を目指しています。さらに、医療費助成の周知により、

経済的負担への配慮にも努めています。 

アンケート調査では、自宅や地域で生活するために必要な条件について、「主治医や医療

機関が近くにあること」（27.7％）が上位に挙がっています。 
 

【自宅や地域で生活するための必要な条件】 
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障がいを軽減し、障がい者の自立を促進するためには、医療やリハビリテーションが重

要な役割を果たしており、身近な地域で治療や対応が行えることが重要となります。 

また、住み慣れた地域で安心して暮らすためには、いつでも適切な医療サービスを受け

られる体制が必要です。今後、障がい者の高齢化・重度化がさらに進むとともに、医療的

ケアが必要なこどもが増えることが予測されるため、保健・医療・福祉・教育等の関係機

関の連携強化が必要となります。  

％

昼間の介護を頼める人がいること

夜間の介護を頼める人がいること

食事の心配をしなくていいこと（配食
サービスがあるなど）

掃除や洗濯などの家事手伝いを頼める人
がいること

デイサービスや作業所などに通えること

ショートステイなど緊急時に宿泊できる
ところがあること

ガイドヘルパーやリフト付自動車・寝台
車などの外出支援サービスがあること

主治医や医療機関が近くにあること

生活するのに十分な収入があること

グループホームなどの共同生活できる場
があること

地域で何でも相談できる相談員や相談窓
口があること

障がいに対する地域の理解があること

その他

特にない

11.6

11.0

38.7

22.2

18.5

12.4

3.5

27.7

41.5

10.8

17.3

16.5

2.2

8.8

12.8

11.9

30.9

17.3

13.3

10.8

4.3

25.5

34.0

9.5

11.2

12.1

1.1

7.2

0 20 40 60

今回調査(N=491)

前回調査(N=556)
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施策の方針と具体的な取組 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防、早期発見・早期治療  

障がいの原因となる疾病等の予防、早期発見・早期治療に取り組みます。乳幼児健診

等の機会を通じ、適切な支援や療育につなげます。 

生活習慣病の予防と早期発見を図るため、特定健診・特定保健指導やがん検診に関し、

市民が受診しやすい環境を整えるなど受診促進に努めます。 

 

① 健診等の充実 

② 発達等について支援が必要な乳幼児に対する相談支援の充実 

③ 生活習慣病予防対策の充実 
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（２）保健・医療の充実  

障がいのある人が身近な地域において、保健・医療サービス、リハビリテーション等

を受けることができる提供体制の充実を図り、自立生活に向けた支援体制を構築します。 

また、医療的な支援が必要なこどもに対して適切な支援を行うため、重度の障がい者

や医療的ケア児のニーズの把握に努めます。 

 

① 地域医療体制の整備 

② リハビリテーションの充実 

③ 保健・医療を支える人材の育成・確保 

④ 重度障がい者等への支援《新規》 

⑤ 医療的ケア児への支援《新規》 

 

 

（３）精神保健・医療の適切な提供  

精神に障がいのある人に対する、地域における適切な精神医療提供体制の確立や相談

機能の向上に努めます。 

また、精神疾患の予防と早期発見の機会の確保・充実を図り、適切な支援につなげる

ため、相談体制の充実に努め、こころの健康づくり対策を推進します。 

 

① 精神保健・医療の適切な提供 

 

 

（４）医療費負担軽減制度の周知  

障がいのある人が必要な医療を適切に受けることができるよう、医療機関等と連携し

ながら、自立支援医療等の医療費の公費負担・助成制度について周知し、医療費負担の

軽減を図ります。 

 

① 医療費助成の周知 
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施策の柱 ３ 療育・教育の充実 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいの早期発見・早期支援に取り組み、出生から切れ目のない支援体制づ

くりに取り組んでいます。 

また、障がいのあるこども一人ひとりの能力や障がいにあった教育支援や教育の内容、

相談体制の充実を図るとともに、発達障がいを含めた様々な障がいに関する情報を周知し、

早期発見と適切な療育・保育の利用の促進につなげています。 

18歳未満のアンケート調査では、お子様の障がいの状況について診断・判定を受けた時

の苦労、悩み、不安について「就園・就学などについて、どうしたらよいか分からなかっ

た」が38.1％と最も高く、次いで、「障がいのことや福祉の制度についての情報が少なかっ

た」（31.5％）、「専門の療育機関が少なかった」（29.8％）となっており、一人ひとりの障

がいに応じた適切な療育を提供していくことが重要です。 

 

【診断・判定を受けた時の苦労、悩み、不安】 
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％

障がいのことや福祉の制度につい
ての情報が少なかった

具体的な相談相手がいなかった

市・保健福祉環境事務所の保健師
などの専門職員に指導してもらう
機会が少なかった

専門の療育機関が少なかった

専門の医療機関が少なかった

子どもの介護・介助の手助けが少
なかった

家族が働いているため、仕事上に
問題が生じた

医療費について不安があった

就園・就学などについて、どうし
たらよいか分からなかった

その他

特にない

31.5

23.2

10.1

29.8

13.7

6.0

20.2

6.5

38.1

5.4

16.7

0 20 40 60

全体(N=168)
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また、子どもを育てていくうえで困っていることや将来に対する不安・悩みについて、

「教育・学習のこと」が76.2％と最も高くなっています。 

 

【将来に対する不安・悩み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 
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％

教育・学習のこと

園・学校での友だち関係
のこと

経済的な不安

自分の時間が持てないこ
と

自分の健康状態

本人の健康状態

兄弟・姉妹の問題

住まいの不安、悩み

就職

結婚問題の不安、悩み

地域の無理解

家族の無理解

保護者の死後、子どもの
世話をする人がいないこ
と

保護者の病気、その他で
一時的に子どもをみるこ
とができないこと

その他

特にない

76.2

63.4

31.4

19.2

25.6

23.8

22.7

12.2

64.5

28.5

11.0

7.6

29.1

21.5

2.9

3.5

0 20 40 60 80 100

全体(N=172)
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すべての児童・生徒の教育的ニーズに適した教育・指導ができるよう、教員等の障がい

に関する専門性の向上や受入体制の充実等も必要です。また、障がいのある子どものライ

フステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労支援等の関係機

関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援の提供が必要となっています。 

アンケート調査によると、発達障がいの診断を受けているこどもを育てる保護者が困っ

ていることは、「発達障がいに対する地域や学校等での理解が進んでいないこと」や「専門

の医療機関が少ないこと」などがあがっており、周囲の理解や相談先が少なく、悩んでい

る状況がみられます。発達障がいを含めた様々な障がいに関する情報の周知や、障がいの

早期発見と適切な療育・保育を受けられるような環境づくりを進めていく必要があります。 

 

【将来に対する不安・悩み】 
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施策の方針と具体的な取組 

（１）療育・保育の充実  

障がいの早期発見・早期支援に取り組み、各関係機関との情報共有・連携により、個

別のニーズに対応し、ライフステージを通じた切れ目のない支援が行える体制の整備を

図ります。 

また、専門職や保健師等による保育所への巡回訪問事業を実施し、保育士へのアドバ

イスや保護者への相談支援に努めます。 

 

① 療育事業の充実 

② 障がい児保育の充実 

③ 巡回相談の拡充  

全体(N=491)

11.5 4.9 6.6 13.1 8.2 6.6 11.5 21.3 16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門の医療機関が少ないこと

専門の相談機関が少ないこと

専門の保育・教育機関が少ないこと

「発達障害」に対する地域や学校等での理解が進んでないこと

障がいの特性に応じたサービスが少ないこと

家族の介護負担が大きいこと

それ以外

特にない

無回答
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（２）義務教育などの充実  

障がいのあるこども一人ひとりの能力や障がいにあった教育支援や教育の内容、相談

体制の充実を図ります。 

また、障がいのある児童・生徒が安心して生活を送ることができるよう、小学校・中

学校の校舎等の施設・設備充実に努め、バリアフリー化を推進し、教育環境の維持・改

善を図ります。 

 

① 就学時健康診断の充実 

② 就学相談・就学指導の充実 

③ アシスタントティーチャーの配置 

④ スクールアドバイザー事業の拡充 

⑤ 通級指導教室の充実 

⑥ 教育環境の整備 

⑦ インクルーシブ教育システムの推進 

⑧ 行橋市特別支援教育推進会議の開催 

 

 

（３）発達障がい等への支援  

発達障がいを含めた様々な障がいについて、広報を活用した周知・啓発や研修会等の

実施により、正しい知識の普及と理解促進に努めます。 

療育手帳の取得が難しい発達障がいのある人やこどもが、必要な障がい福祉サービス

等を利用しやすいよう、個別に検討し、利用の促進を図ります。 

 

① 発達障がい等についての啓発 

② 専門機関との連携強化 

③ 発達障がいに対する障がい福祉サービス等の利用の促進 
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施策の柱 ４ 雇用・就労、経済的自立の支援 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、地域の関係機関と連携し、企業等に対する啓発や情報提供、職場定着に向け

た総合的な就労支援に取り組んでいます。また、障がいのある人の雇用促進、多様な就労

機会の確保だけではなく、福祉的就労の底上げ、各種制度の周知・利用の促進による経済

的自立に向けた支援を行っています。 

18歳以上のアンケート調査では、就労状況について、「現在、働いている」が43.2％と最

も高く、次いで、「以前は働いていたがやめた」（40.3％）、「一度も働いたことがない」

（11.6％）となっています。 

 

【就労状況】 
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アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

障がい種別にみると、身体障がい者は、「以前は働いていたがやめた」が56.3％と最も高

く、知的障がい者、精神障がい者では、「現在、働いている」が最も高くなっています。前

回調査と比較すると、「現在、働いている」の割合が増加しています。 

 

【障がい種別・就労状況】 
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全体(N=491)

43.2 40.3 11.6 4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、働いている 以前は働いていたがやめた

一度も働いたことがない 無回答

身体障がい者
(n=229)

知的障がい者
(n=120)

精神障がい者
(n=173)

27.5

55.0

49.1

56.3

18.3

39.3

8.3

22.5

10.4

7.9

4.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、働いている 以前は働いていたがやめた

一度も働いたことがない 無回答
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【就労状況・前回比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業形態については、「訓練等給付(就労継続支援等)を利用している」が38.7％と最も高

く、次いで、「作業所に通っている」（31.1％）、「パートやアルバイトとして働いている」

（15.1％）となっています。障がい種別にみると、身体障がい者では「正規の社員・従業

員として働いている（自営 業を含む）」の割合が他の障がいに比べて高くなっています。 

 

【就業形態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい種別・就業形態】 
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今回調査(N=491)

前回調査(N=556)

43.2

34.2

40.3

44.1

11.6

15.1

4.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、働いている 以前は働いていたがやめた

一度も働いたことがない 無回答

全体(N=212)

9.4 15.1 31.1 38.7 2.4 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規の社員・従業員として働いている（自営業を含む）

パートやアルバイトとして働いている（家事手伝いを含む）

作業所に通っている

訓練等給付（就労継続支援等）を利用している

その他

無回答

全体(N=212)

身体障がい者
(n=63)

知的障がい者
(n=66)

精神障がい者
(n=85)

15.9

4.5

5.9

17.5

10.6

18.8

30.2

36.4

34.1

27.0

45.5

38.8

6.3

1.2

3.2

3.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規の社員・従業員として働いている（自営業を含む）

パートやアルバイトとして働いている（家事手伝いを含む）

作業所に通っている

訓練等給付（就労継続支援等）を利用している

その他

無回答
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また、現在の仕事のことで悩んでいることや困っていることについて、「収入が少ない」

が43.9％と最も高く、「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」（9.0％）となって

います。障がい種別にみると、精神障がい者の「収入が少ない」が51.8％と他の障がいに

比べて高く、前回調査と比較すると、「収入が少ない」の割合が増加しています。 

 

【仕事の悩み・全体、障がい種別】 
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アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、就労が重要であり、働く意欲のある障

がい者がその能力や適性に応じて、より力を発揮できるよう多様な就労の場が必要です。 

また、一般企業による雇用の促進や就労定着に向け、就労環境の改善や企業内での障が

いへの理解の促進に積極的に取り組んでいく必要があります。  

％

収入が少ない

通院や病気・障がいを理
由に休みを取ることが難
しい

勤務時間の長さや時間帯
が自分にあわない

仕事の内容が自分にあわ
ない

仕事の内容が難しく、覚
えるのがたいへん

職場でのコミュニケー
ションがうまくとれない

障がいへの理解が得にく
く、人間関係がむずかし
い

職場の設備が不十分で障
がい者にあっていないた
め使いにくい

職場までの通勤がたいへ
ん

障がいがない人と比べ
て、仕事の内容や昇進等
に差がある

その他

特にない

39.7

3.2

1.6

4.8

0.0

4.8

4.8

3.2

6.3

4.8

1.6

46.0

33.3

1.5

0.0

4.5

3.0

15.2

6.1

1.5

4.5

3.0

3.0

47.0

51.8

2.4

3.5

8.2

7.1

5.9

11.8

2.4

11.8

7.1

5.9

29.4

0 20 40 60
％

収入が少ない

通院や病気・障がいを理由に休
みを取ることが難しい

勤務時間の長さや時間帯が自分
にあわない

仕事の内容が自分にあわない

仕事の内容が難しく、覚えるの
がたいへん

職場でのコミュニケーションが
うまくとれない

障がいへの理解が得にくく、人
間関係がむずかしい

職場の設備が不十分で障がい者
にあっていないため使いにくい

職場までの通勤がたいへん

障がいがない人と比べて、仕事
の内容や昇進等に差がある

その他

特にない

43.9

2.4

2.4

5.7

3.8

9.0

7.1

1.9

7.1

4.7

3.8

38.2

33.7

4.2

6.8

4.2

4.2

13.7

8.4

3.7

7.4

4.7

5.8

32.6

0 20 40 60

今回調査(N=212)

前回調査(N=190)

身体障がい者

(n=63)

知的障がい者

(n=66)

精神障がい者

(n=85)
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施策の方針と具体的な取組 

（１）総合的な就労支援  

障がいのある人の雇用の現状・課題・制度など、必要な事柄を施設職員が企業に対し

て直接伝えることのできる場を設けるなど、一層の理解促進に努めます。 

また、障がいのある人が、社会の一員として就労の機会を得て、充実した社会生活を

送るため、一般就労や就労先への定着に向けた支援を実施します。 

 

① 企業等への啓発 

② 職場定着に向けた就労支援の充実 

 

（２）多様な就業の機会の確保  

障がいのある人が障がいの特性や能力に応じて、多様な働き方ができるように、就労

継続支援施設等において、就労の場の確保を図ります。 

また、障害者法定雇用率を達成している企業等に対して、業務委託等の際の優遇措置

について検討し、障がいのある人の雇用を促進します。 

 

① 障がいのある人の雇用の拡大 

② 多様な就労機会の確保 

③ 障害者雇用率達成企業等の優遇 

 

 

（３）経済的自立の支援  

就労は自立した生活の基盤となるとともに、生きがいや社会参加の面で特に大きな位

置を占めるものであるため、障がいのある人の能力や適正に応じた就労の場を確保しま

す。また、障がいのある人の経済的負担を軽減するための各種割引・減免等の制度の周

知を図ります。 

 

① 福祉的就労の底上げ 

② 各種年金・手当、減免制度の充実 
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第３章    すべての人の生活が守られるまちづくり 

 

 

 

施策の柱 １ 生活環境の整備 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、すべての人にとって利用しやすい公共施設等の整備・改善に取り組んでいま

す。  

また、誰もが安心・安全に外出できる環境づくりに努め、福祉のまちづくりに関する「心

のバリアフリー」を推進しています。 

アンケート調査では、外出時の困りごととして、「公共交通機関が少ない(ない)」が上位

にあがっています。また、18歳未満では「周囲の目が気になる」の意見も挙がっています。 
 

【外出時の困りごと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

公共交通機関が少ない
（ない）

列車やバスの乗り降りが
困難

道路や駅に階段や段差が
多い

切符の買い方や乗り換え
の方法がわかりづらい

外出先の建物の設備が不
便

障がい者専用の駐車場が
少ない（ない）

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作などの突然の身体の
変化が心配

その他

特にない

16.1

5.4

4.2

10.7

5.4

4.2

3.6

9.5

13.7

6.0

5.4

50.0

0 20 40 60
％

公共交通機関が少ない
（ない）

列車やバスの乗り降りが
困難

道路や駅に階段や段差が
多い

切符の買い方や乗り換え
の方法がわかりづらい

外出先の建物の設備が不
便

障がい者専用の駐車場が
少ない（ない）

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作などの突然の身体の
変化が心配

その他

特にない

26.9

10.0

14.3

10.6

6.3

11.4

6.5

24.8

13.6

14.7

3.9

29.1

23.0

12.4

17.6

8.6

5.6

11.3

3.4

19.1

9.5

14.7

3.1

25.2

0 20 40 60

今回調査(N=491)

前回調査(N=556)

全体(N=168)

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する  

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

18歳以上 18歳未満 
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今後、障がいのある人を含む、すべての人にやさしく安全なまちづくりに向けて、既存

施設のバリアフリー化や、生活道路や歩道の整備に努めることが必要であるとともに、心

のバリアフリーの考え方やバリアフリーに関するソフト施策の推進方策などの検討が必

要となっています。 

 

 

施策の方針と具体的な取組 

（１）誰もが使いやすい公共施設等の整備  

公共施設のバリアフリー化の推進とあわせて、民間事業者に対しても施設のバリアフ

リー化が進むよう支援や働きかけを行います。 

また、指定管理者と連携を密にし、今後とも施設環境整備を行い、民間活力を活用し

たサービスの充実・向上を図ります。 

 

① 市庁舎のバリアフリー化 

② 地域の公共施設のバリアフリー化 

③ 指定管理者制度による施設環境の向上 

④ 民間施設へのバリアフリー化協力要請 
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（２）安心・安全な生活環境の整備  

障がいのある人に優しい施設の整備等、快適な生活環境を整え、地域社会の中で自立

した日常生活を営んでいくため、福祉的なまちづくりを推進します。 

また、公共交通機関と連携し、障がいのある人や高齢者等の利用に配慮した整備・改

善を図ります。 

 

① 歩行空間などのバリアフリー化 

② 交通安全施設等の整備 

③ 公共交通機関との連携 

 

 

（３）「心のバリアフリー」の推進  

関係機関が連携して、公共施設等のユニバーサルデザインに配慮した福祉のまちづく

りの推進に取り組みます。地域や学校等、様々な場で情報提供・啓発、教育を行うなど、

「心のバリアフリー」に取り組み、ハードとソフトの両面でのやさしいまちづくりを推

進します。 

 

① 「心のバリアフリー」の推進 
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施策の柱 ２ 災害対策・防犯対策の推進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、引き続き地域での自主防災組織づくり等の防災対策の推進に向けて取り組ん

でいます。また、災害時の避難場所及び避難方法等の周知、避難行動要支援者支援台帳へ

の登録を促進し、避難支援体制の強化を図っています。さらに、地域の関係機関等との連

携により、障がいのある人の犯罪被害防止に向けて取り組んでいます。 

18歳以上のアンケート調査では、災害時に一人で避難できないと思うと回答した人が４

割を超えています。また、避難場所や避難経路を知っていると回答した人は、障がいのあ

る人（18歳以上）では 47.0％、障がいのある児童（18歳未満）では69.2％となっており、

十分に周知されているとはいえません。 

 

【災害時に一人で避難できるか】 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

【避難場所や避難経路を知っているか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

  

全体(N=491)

33.6 43.4 19.8 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できると思う できないと思う わからない 無回答

知っている 知らない 無回答

知っている 知らない 無回答

全体(N=491)

47.0 48.7 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=172)

69.2 27.9 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上 

18歳未満 
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また、避難行動要支援者支援台帳に登録している人は１割程度となっており、制度や登

録方法などの周知等が必要です。 

 

【避難行動要支援者支援台帳に登録しているか】 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

今後、災害発生時における避難行動に支援が必要な方に対して、地域の人々が協力して

助け合う共助の推進に取り組むことで、障がい者の援護体制の強化を図っていくことが必

要です。 

また、災害発生時の迅速かつ適切な情報提供、避難支援体制の強化、避難生活における

安全・安心の確保等に向け、地域全体で取り組んでいくことが必要です。 

 

施策の方針と具体的な取り組み 

（１）防災対策の推進  

障がいのある人が地域で安心して生活できるよう、災害時における避難活動をはじめ、

災害に強いまちにするため、自治会や消防団組織等と連携して、地域住民を主体とした

「自主防災組織」の全自治区での設立に努めるとともに、自主防災組織づくり等の防災・

防犯対策を進めます。 

 

① 自主防災組織づくりの推進 

 

  

全体(N=172)

8.7 7.0 82.0 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っているし、登録している 知っているが、登録していない

まったく知らない 無回答
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（２）避難支援体制の強化  

災害時の避難を地域で支援できるよう、避難行動要支援者避難行動支援プラン（個別

避難計画）の作成や、災害情報の提供や避難所の運営管理体制の整備を進めるとともに、

災害発生時の救援活動体制の強化を図ります。 

 

① 避難行動要支援者支援対策の推進 

② 障がいのある人に配慮した避難場所の整備 

③ 緊急時通報手段の確保 

 

 

（３）防犯対策の強化  

地域の関係機関等との連携により、障がいのある人が犯罪被害に遭わないように地域

での見守りを強化するなど、地域の防犯体制を強化します。 

また、判断能力が不十分な人や視覚障がいや聴覚障がいのある人の犯罪や消費者トラ

ブル被害を未然に防ぐため、イベントや広報などで情報を提供し、防犯意識を高めて犯

罪被害等の未然防止に努めます。 

 

① 地域の防犯体制の強化 

② 犯罪被害等の未然防止 
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施策の柱 ３ 情報アクセシビリティの推進 

＜ 現状と課題 ＞ 

本市では、障がいの特性に配慮した情報提供の充実に取り組んでいます。また、障がい

のある人のコミュニケーション支援を充実し、自立と社会参加の促進を図っています。 

アンケート調査では、障がいや福祉サービス等に関する情報の入手先は、「市報ゆくはし」

とする回答が上位にあがっており、「市報ゆくはし」が37.7％と最も高く、次いで、「医療

機関や福祉施設の職員」(23.0％)、「相談支援センターの職員」(22.4％)となっています。

前回調査と比較すると、「市のホームページ」、「インターネット・SNS」の割合が大きく増

加しています。 

 

【障がいや福祉サービス等に関する情報の入手先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

 

 

 

  

％

新聞やテレビ、ラジオの
ニュース

市のホームページ

市報ゆくはし

社協だより「ゆうあい」

医療機関や福祉施設の職員

民生委員・児童委員

インターネット・SNS

家族や親戚、知人・友人

ボランティア等の福祉団体

相談支援センターの職員

ホームヘルパー

その他

20.0

9.8

37.7

10.0

23.0

1.6

15.1

18.7

1.4

22.4

2.4

3.7

21.8

4.0

39.7

10.6

19.8

2.9

5.2

14.2

1.6

17.6

2.5

2.7

0 20 40 60

今回調査(N=491)

前回調査(N=556)
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それぞれの障がいによって情報収集先が異なることに配慮し、情報発信においてもこれ

ら関係機関との連携が必要と考えられ、障がいのある人が、福祉サービスや生活に関する

情報を、必要なときに手軽に入手することができるよう情報提供に努めるとともに、各種

制度の活用を図ることが必要です。また、ＩＣＴを活用した複数の手段の情報提供に努め

ていくとともに、障がい者が情報難民にならないよう、身近なツールとしてスマートフォ

ンの利用促進等、講習会の機会提供に取り組んでいく必要があります。 

日常生活における必要な意思疎通や情報入手が円滑に行われ、社会参加などが促進され

るよう、障がいの特性に応じた情報提供方法の充実が必要です。 

 

 

施策の方針と具体的な取組 

（１）様々な方法による情報提供の充実  

障がいのある人が、障がいがあることにより意思疎通に困難が生じ、必要な情報が得

られず社会生活や社会活動に支障をきたすことがないように、複数の手段を活用し、障

がいの特性に応じた情報提供サービスの充実に努めます。 

また、誰もが必要な情報にアクセスできるよう、市民や企業等に対し、情報発信や事

業活動などを行う際に必要となる配慮事項について周知を図ります。 

 

① 広報や出前講座等での情報提供 

② 点訳・音訳による情報提供 

③ インターネット等による情報提供 

④ 地域で自立している障がいのある人等に関する情報提供 

⑤ 情報提供・意思疎通の支援《新規》 
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（２）コミュニケーション支援の充実  

障がいのある人の日常生活や社会生活において、社会参加のためのコミュニケーショ

ン手段を確保することは重要であることから、手話や要約筆記等の専門的な技術を有す

る人材の養成・確保、ＩＣＴの利活用など、障がいのある人の情報・コミュニケーショ

ン支援の充実に努めます。 

 

① 手話通訳者の設置・派遣 

② 手話通訳・要約筆記ボランティアの育成 

③ ヘルプカードの利用促進 

④ ＩＣＴ機器やソフトの整備 
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施策の柱 ４ 行政等における配慮の充実 

＜ 現状と課題 ＞ 

アンケート調査では、今後、知りたい情報、充実して欲しい情報について、身体障がい

者では、「市報や市のホームページなど、行政が発信する情報のわかりやすさ」が他の障が

いと比較して高くなっています。 

 

【今後、知りたい情報、充実して欲しい情報について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：行橋市 第７期行橋市障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画に関する 

アンケート調査調査結果報告書 令和６年３月 

％

福祉サービスの具体的な内容や利用
方法に関する情報

困った時に相談ができる機関・場所
についての情報

職場の選び方、就労に関する情報

災害時の避難情報

病気や事故等の緊急対応についての
情報

就学に関する相談・情報提供窓口・
機関に関する情報

施設・機関が行っている福祉サービ
スの質に関する情報

市報や市のホームページなど、行政
が発信する情報のわかりやすさ

ボランティア団体などについての情
報

余暇活動や行事に関する情報

社会情勢や福祉制度の変化に関する
情報

その他

特にない

47.2

44.5

8.3

17.9

20.1

1.3

16.2

20.5

0.9

4.8

13.1

1.3

8.3

41.7

44.2

12.5

20.8

15.0

3.3

21.7

5.0

1.7

7.5

16.7

0.8

17.5

41.0

42.2

25.4

19.1

23.1

2.9

16.8

12.1

2.9

9.2

14.5

2.9

12.7

0 20 40 60

身体障がい者

(n=229)

知的障がい者

(n=120)

精神障がい者

(n=173)
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今後も、行政手続等における合理的配慮の充実を図るとともに、市のホームページ等に

おける障がいのある人に配慮した情報発信に努めることが必要です。 

 

 

施策の方針と具体的な取組 

（１）行政手続き等における合理的配慮の充実  

行政機関等における事務手続きにおいて、障がいの特性に応じ、合理的配慮を行いま

す。また、市職員対応の向上に向け、障がいのある人への配慮及び理解の促進等に努め

るとともに、候補者情報の提供、投票所のバリアフリー化等、選挙等における配慮に努

めます。 

 

① 行政機関等の事務・事業における合理的配慮 

② 市職員の障がいに対する理解の促進 

③ 選挙等における配慮 

 

 

（２）行政における情報アクセシビリティの向上  

市のホームページ等においては、「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に即し、障

がいのある人に配慮した情報発信に努めます。 

また、障がいのある人が地域で安心して生活を送るため、災害などの情報や避難情報

が確実に伝わるよう、緊急通報体制の整備を推進します。 

 

① 市ホームページ等における障がいのある人に配慮した情報発信 

② 緊急時における情報提供の整備 
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第４章    計画の推進 

 

 

 

１ 計画の点検・評価と進行管理 

障がい者関係団体の代表、保健、医療、福祉関係者、学識経験者、行政関係者等で構成

される「行橋市地域自立支援協議会」において、計画の全体的な実施状況の点検・評価を

定期的に実施し、進行管理を行います。 

 

 

  

業務が計画どおりに 

進んでいるかどうかを 

確認する 

過去の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

業務が計画どおりに進ん

でいない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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２ 市民・関係団体等との協働体制づくり 

この計画は、行政だけの取り組みだけではなく、市民や地域の関係団体・機関等と協力

して取り組むことが必要です。 

本市では、行橋市地域自立支援協議会の専門部会として「就労支援部会」「相談支援部会」

の２部会を設置し、庁内関係各課及び地域の関係機関・団体が連携して、各分野の課題解

決に向けて取り組んできました。 

さらに、障がいのある児童を支援する専門部会として「子ども支援部会」を設置し、市

や医療、保健、教育機関、保育、障がい福祉など各関係機関が連携し、医療的ケア児支援

にも対応できる協議の場を設けています。 

障がいのある人を取り巻く課題は、行政だけで解決できるものではありません。このた

め、今後とも各専門部会を中心に、地域の関係機関等と連携・協働して、障がいのある人

が暮らしやすいまちづくりに取り組んでいきます。 

 

 

【障がいのある人の地域生活を支えるネットワーク（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

就労支援 

部会 

相談支援 

部会 

子ども 

支援部会 

基幹相談支援センター 

サービス事業者 

保健・医療 

教育機関 
当事者 

行政機関 

企業・就労支援 

民生委員 

障害者相談員 

相談支援事業者 

子育て支援 

高齢者介護 

※専門部会については、必要に応じて新たな部会を設置する 
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資 料 編 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
68 

 

１ 計画策定の経緯 

期日 内容 

2023年（令和５年） 

８月28日～９月12日 
障がい者・障がい児実態調査の実施 

2025年（令和７年） 

１月21日 

令和６年度 第１回行橋市地域自立支援協議会 

・行橋市障がい者福祉長期計画（第３期）中間見直しについて 

2025年（令和７年） 

２月７日 

令和６年度 第２回行橋市地域自立支援協議会 

・行橋市障がい者福祉長期計画（第３期）中間見直し素案及び

パブリックコメント原稿案について 

2025年（令和７年） 

３月５日 

令和６年度 第３回行橋市地域自立支援協議会 

・パブリックコメントを踏まえた本市の方針 
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２ 行橋市地域自立支援協議会設置要綱 

平成１９年１０月１日告示第９５号 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第７７条第１項第３号に規定する事業（次条第１号において「相談支援事

業」という。）をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な

役割を果たす協議の場として、行橋市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 市が相談支援事業を委託した場合における受託事業者の中立・公平性を確保するた

めの運営評価等に関すること。 

⑵ 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議に関すること。 

⑶ 困難事例への対応のあり方に関する協議調整に関すること。 

⑷ 市の障がい福祉計画等の策定に関する事項を調査、審議し、市長に報告すること。 

⑸ その他相談支援体制の整備に関し、協議会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１６人以内で組織する。 

２ 委員は、別表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる定員内で市長

が委嘱する。 

３ 協議会の委員に欠員が生じたときは、速やかに後任の委員を委嘱するものとする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、会務を総理し協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があるときは、協議会の会議に有識者等の出席を求め、その意見又は説

明を聴くことができる。 

（専門部会の設置） 

第７条 会長は、第２条に規定する事務のうち特定事項を協議するため必要があると認め

るときは、専門部会を設置することができる。 

２ 専門部会は、地域の実情に応じた多様なかたちで実施し、検討事項については協議会



 
70 

に報告・提案を行うことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、福祉部地域福祉課障がい者支援室において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年１０月１日から施行する。 

（施行前の準備） 

２ この告示を施行するために必要な第３条の規定の準備については、この告示の施行前

においても行うことができる。 

別表（第３条関係） 

区分 定員 

有識者 １名以内 

保健医療機関 １名以内 

障がい者関係団体 ３名以内 

関係行政機関 ５名以内 

各種専門部会の代表 ３名以内 

民生委員児童委員協議会 １名以内 

社会福祉協議会 １名以内 

住民代表 １名以内 
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３ 行橋市障害福祉計画策定委員会 委員名簿 

区分 名簿 所属 備考 

有識者 辻 和明 北九州リハビリテーション学院 会長 

各種専門部会の

代表 
坂元 利昭 指定特定相談支援事業所 共生の里 副会長 

保健医療機関 岩本 治也 福岡県京築保健福祉環境事務所  

障がい者関係 

団体 

田渕 哲朗 行橋市障害者（児）施設連絡協議会  

加藤 芳教 行橋市身体障害者福祉協会  

松永 カズミ 行橋市手をつなぐ育成会  

関係行政機関 

原田 誠 行橋公共職業安定所  

篠原 博幸 行橋・京都成年後見センター  

川上 俊輔 障害者就業・生活支援センター  

山本 秀吾 仲津高齢者相談支援センター  

古城 敬三 行橋市教育委員会 指導室  

各種専門部会の

代表 

山本 浩子 じょぶトレーニング行橋  

吉田 陽子 放課後等デイサービス オアシス  

民生委員 

児童委員協議会 
末松 千幸 行橋市民生委員児童委員協議会  

社会福祉協議会 松本 正弘 行橋市社会福祉協議会  

住民代表 時田 保子 住民代表  

オブザーバー 森住 智子 障がい者等基幹相談支援センター  
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